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（１）計画策定の背景と目的 

少子高齢化の進展や、都市機能の郊外移転により、既成市街地における商業機能の衰退や空

き店舗、未利用地の増加に歯止めがかからない状況となっています。 

このような中、国においては、平成26 年に改正した都市再生特別措置法及び地域公共交通

活性化再生法を制定し、都市全体の構造を見渡しながら、居住や医療・福祉・商業等の都市機

能の誘導と、それに連携した持続可能な地域公共交通ネットワークの形成を推進しています。 

また、新たに市町村においては都市再生基本方針に基づき「立地適正化計画」を策定するこ

とが求められています。 

「立地適正化計画」は、改めて都市全体の構造を見直すことで、高齢者をはじめとする住民

が公共交通を利用し、医療・福祉施設、商業施設及び金融機関等の生活利便施設に容易に行き

来することができる「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」のまちづくりを目指すもの

です。また、生活利便施設が集約している周辺に居住を誘導し、人口密度を維持することで人

口減少が進行する中においても持続可能なまちづくりを実現するための計画です。 

本市においても、市街地において人口減少による低密度化が進み、利用者が減少することで

今まで身近に利用することができた医療・福祉施設、商業施設及び金融機関や公共交通等の日

常生活に必要な利便施設を維持することが困難になることが予想されます。また、厳しい財政

状況下においても道路、上下水道、公共建築物等の都市施設の老朽化に伴う対応にも取り組ん

でいかなくてはなりません。 

そのため、今後は、居住や都市機能の集約による「密度の経済」の発揮を通じて、住民の生

活利便性の維持・向上、地域経済の活性化、行政サービスの効率化等による行政コストの削減

などの具体的な行政目的の達成に向け、コンパクトで持続可能なまちづくりを実現することが

必要です。 

そこで、平成 27 年12 月に改定した「たつの市都市計画マスタープラン」を都市計画の長

期的な展望、都市づくりの総合的な指針として踏まえ、その一部として「コンパクトシティ・

プラス・ネットワーク」の形成を推進するための「立地適正化計画」を策定し、将来において

も持続可能なまちづくりの実現に取り組むものです。 

  

１ 計画策定の背景と目的 
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（２）立地適正化計画とは 

■立地適正化計画の趣旨 

立地適正化計画は、市町村が都市全体の観点から作成する、居住や医療・福祉・商業等の都

市機能の立地、公共交通の充実等に関する計画（都市計画法に基づく都市計画マスタープラン

の一部）です。 

人口減少・少子高齢化が進む中、高齢者でも出歩きやすく健康・快適な生活を確保し、子育

て世代などの若年層にも魅力的なまちにすること、また経済面・財政面で持続可能な都市経営

を可能とすること、低炭素型の都市構造を実現すること、災害に強いまちづくりの推進等が求

められます。 

そのためには、都市全体の構造を見直し、居住や都市の生活を支える機能の誘導によるコン

パクトなまちづくりと、地域交通の再編との連携により、「コンパクトシティ・プラス・ネット

ワーク」のまちづくりの推進が不可欠です。 

「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」のまちづくりとは、医療・福祉施設、商業施

設や住居等がまとまって立地し、高齢者をはじめとする住民が徒歩や拠点間を結ぶ公共交通に

より、生活サービスにアクセスできるなど、日常生活に必要なサービスが住まいなどの身近に

存在する多極ネットワーク型のコンパクトシティを形成することです。 

都市機能の維持・確保や居住の誘導は、短期間で実現するものではなく、計画的な時間軸の

中で進めていくべきものであり、また、居住の誘導等を推進する際には、市町村内の主要な中

心部のみに誘導しようとするのではなく、市町村合併の経緯や市街地形成の歴史的背景等も踏

まえ、合併前の旧市町の中心部などの生活拠点も含めて誘導することが重要です。さらに、農

業等の従事者が旧来の集落に居住し続けることも当然であり、全ての者を居住誘導区域に誘導

することを目指すべきではないことに留意する必要があります。 

 

【立地適正化計画のイメージ】 
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■計画に定めるべき事項 

立地適正化計画では、計画で対象とする区域や基本的な方針を記載するほか、居住や都市機

能を誘導する区域、及びこれらを誘導するための施策等を記載することとなっています。 

 

【都市再生特別措置法第 81 条第 2 項】 

 

  

２ 立地適正化計画には、その区域を記載するほか、おおむね次に掲げる事項を記載するものとする。 

一 住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化に関する基本的な方針  

二 都市の居住者の居住を誘導すべき区域（以下「居住誘導区域」という。）及び居住環境の向上、公

共交通の確保その他の当該居住誘導区域に都市の居住者の居住を誘導するために市町村が講ずべ

き施策に関する事項  

三 都市機能増進施設の立地を誘導すべき区域（以下「都市機能誘導区域」という。）及び当該都市機

能誘導区域ごとにその立地を誘導すべき都市機能増進施設（以下「誘導施設」という。）並びに必要

な土地の確保、費用の補助その他の当該都市機能誘導区域に当該誘導施設の立地を誘導するために

市町村が講ずべき施策に関する事項（次号に掲げるものを除く。）  

四 都市機能誘導区域に誘導施設の立地を図るために必要な次に掲げる事業等に関する事項 

イ 誘導施設の整備に関する事業 

ロ イに掲げる事業の施行に関連して必要となる公共公益施設の整備に関する事業、土地区画整

理事業その他国土交通省令で定める事業 

ハ イ又はロに掲げる事業と一体となってその効果を増大させるために必要な事務又は事業 

五 第二号若しくは第三号の施策又は前号の事業等の推進に関連して必要な事項  

六 前各号に掲げるもののほか、住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化を図るために必要な事項 
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（１）対象となる計画区域 

立地適正化計画の区域は、都市全体を見渡す観点から、原則として都市計画区域全域とする

ことが基本となります。 

本市には、「中播都市計画区域」及び「西播磨高原都市計画区域」がありますが、本計画につ

いては、「中播都市計画区域」のみを対象とします。 

「西播磨高原都市計画区域」については、本市、上郡町及び佐用町の１市２町にまたがって

おり、これらの自治体と連携・協力を図りながら、広域的な都市機能の充実を図っていく必要

があるため、本計画の区域には含めていません。 

今後、関係する自治体と連携し、まちづくりを進める際には、広域的な立地適正化の方針を

定めるともに、「立地適正化計画」の見直しを行い、本計画の区域に含めることとします。 

 

【計画対象区域図】 

 

  

２ 計画の前提 
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（２）計画の位置づけ 

本計画は、市が都市全体を見渡して作成する、居住や福祉・医療・商業等の都市機能の立地、

公共交通の充実等に関する計画であり、都市計画マスタープランの一部とみなされます。また、

「第 2 次たつの市総合計画」や「西播磨地域都市計画区域マスタープラン」といった上位計画

に即して策定された「たつの市都市計画マスタープラン」が示す将来の都市像や都市づくりの

基本目標、将来の都市構造を踏まえ策定します。さらに、国が推奨する多極ネットワーク型コ

ンパクトシティを形成するためには、「たつの市都市計画マスタープラン」に示されている「コ

ンパクトな市街地及び公共交通ネットワークの考え方」に基づくまちづくりが必要不可欠であ

るとともに、公共交通・公共施設再編関連計画、人口関連計画、子育て・福祉関連計画、防災・

環境関連計画など多様な分野の計画や中播磨圏域での広域関連計画と連携する必要がありま

す。 

 
【立地適正化計画の位置づけ（相関図）】 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

  

第2 次たつの市総合計画 
西播磨地域都市計画区域マスタープラン 

（兵庫県策定） 

即す 

●上位計画 

たつの市都市計画マスタープラン 

（都市計画に関する基本的な方針） 

 

●特に密接な連携を要する市の関連計画 

たつの市地域公共交通網 

形成計画 

たつの市立地適正化計画 
・将来目標 

・目指すべき都市構造 

・都市づくりの方針 

・都市機能誘導区域、誘導施設 
・居住誘導区域 

整合 

中播磨圏域の 
立地適正化の方針 
 

（仮称）播磨圏域鉄
道沿線まちづくり
計画 
(平成 29 年度策定予定) 

 

整合 
連携 

たつの市公共施設等総合管理計画 

たつの市公共建築物再編実施計画 

整合 
連携 

対象地域：市内全域 

【公共交通・公共施設再編関連計画】 

●広域関連計画 

対象地域：都市計画区域内 

たつの市幼稚園・保育所 
再編計画 

たつの市子ども・子育て支援 
事業計画 

たつの市第2 次障害者計画、 

第4 期障害福祉計画 
たつの市地域福祉計画 

第6期たつの市高齢者福祉計画 
及び介護保険事業計画 

たつの市健康増進計画・ 
食育推進計画（第２次） 

【子育て・福祉関連計画】 

【人口関連計画】 

たつの市人口ビジョン 

たつの市まち未来創生戦略 

【防災・環境関連計画】 

たつの市地域防災計画 

たつの市緑の基本計画 

●その他の市の関連計画 
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（３）上位・関連計画の概要 

 

分類 名称 策定年月 内容 

上位計画 

第２次たつの市総合計

画 

平成2９年 

3 月 

本市の最上位計画で、「目指すまちのすが

た」を明らかにし、市民・行政・関係団体・

企業等のすべての主体が共有・協働し取り

組むまちづくりの基本的な指針を示した計

画 

西播磨地域都市計画区

域マスタープラン 

平成28 年

3 月 

都市計画法第６条の２に定める「都市計画

区域の整備、開発及び保全の方針」として

兵庫県が定める計画 

主体となる計画 
たつの市都市計画マス

タープラン 

平成27 年 

12 月 

都市計画の観点から長期的な視点に立って、

都市づくりの目標やその実現に向けた方向

性を明らかにし、都市づくりの総合的な指針

を示した計画（立地適正化計画は、都市計画

法に基づく市町村マスタープランの一部に

なります） 

広域関連計画 

中播磨圏域の立地適正

化の方針 

平成29 年

3 月 

鉄道沿線を軸として、必要な高次都市機能

（拠点病院・大規模商業施設・文化ホール

等）を分担・連携し、広域的な地域の活性

化と効率的な施設配置を図るため、周辺の

市町で横断的に策定する方針 

（仮称）播磨圏域鉄道

沿線まちづくり計画 

平成30 年

3 月予定 

中播磨圏域の立地適正化の方針に基づき、

連携市町での役割分担や、具体の推進方策

等を定め、広域的な地域の活性化や効率的

な施設配置を推進するための計画 

特に密

接な連

携を要

する市

の関連

計画 

公共交

通・公

共施設

再編 

たつの市地域公共交通

網形成計画 

平成29 年

3 月 

通院や買い物等の日常生活における移動

を支える手段として、鉄道や路線バス、コ

ミュニティバス等の公共交通が重要な役

割を担うことから、公共交通の整備に関す

る方向性を示し、市民が移動しやすい総合

的な交通ネットワークを構築・維持するこ

とを目的として策定する計画 

たつの市公共施設等総

合管理計画 

（たつの市公共建築物

再編基本方針を改定） 

平成2９年

3 月 

公共施設等（公共建築物及びインフラ資

産）の老朽化が進んでいることから、公共

施設等の全体の状況を把握し、長期的な視

点を持って施設の適正配置と長寿命化、有

効活用を図り、健全で持続可能な施設運営

を推進する計画 

たつの市公共建築物再

編実施計画 

平成28 年

3 月 

「たつの市公共施設等総合管理計画」に基

づき、基本方針をもとに施設の維持補修や

更新、配置のあり方を検討し、施設の再編

を計画的に進めるため、施設ごとの方向性

を示した計画 
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分類 名称 策定年月 内容 

その他

の市の

関連計

画 

人口 

たつの市人口ビジョン 
平成27 年

10 月 

本市における人口動向などの分析を行いな

がら、今後の目指すべき将来の方向と人口の

将来展望を示した計画 

たつの市まち未来創生

戦略 

平成27 年

10 月 

本市の財産である人・文化・歴史・産業・自

然の地域資源を最大限に活かしながら人口

減少を克服し、まち・ひと・しごとの創生に

よる地域の好循環を生み出すための戦略 

子育て・

福祉 

たつの市幼稚園・保育

所再編計画 

平成28 年

3 月 

多様な保育ニーズに応えられるよう充実し

た保育サービスの提供を目指し、施設の規

模・設置位置・サービス内容等について、具

体的な検討を進める際の指針を示した計画 

たつの市子ども・子育

て支援事業計画 

平成27 年

3 月 

就学前児童の平等な教育・保育及び子育て支

援を確立するために、市内の幼稚園・保育所

を再編し、幼保連携型認定こども園の整備を

推進する計画 

第６期たつの市高齢者

福祉計画及び介護保険

事業計画 

平成27 年

3 月 

老人福祉法及び介護保険法で定められる計画

で、高齢者福祉計画は、本市の高齢者福祉に

関する総合的な計画であり、介護保険事業計

画は、利用者が自らの選択により保健・医療・

福祉にわたる総合的な介護サービスが受けら

れるよう、３年を１期とする介護保険事業に

係る保険給付の円滑な実施に関する計画 

たつの市地域福祉計画 
平成25 年 

3 月 

地域での支え合いや助け合いといった、地域

全体の福祉ネットワークの構築に向けて、市

民、福祉団体、福祉施設関係者等が、それぞ

れの役割の中で、お互いが力を合わせる関係

をつくり、地域で支えるしくみづくりをめざ

すとともに、地域福祉推進のための共通理念

や福祉ビジョンを明示する計画 

たつの市第２次障害者

計画・第4 期障害福祉

計画 

平成24 年

3 月・平成

27 年3 月 

「障害者基本法」に定められる計画で、障害

のある人への施策を推進するための基本理

念と目標を定めた計画 

たつの市健康増進計

画・食育推進計画（第２

次） 

平成２６年

３月 

「健康増進法」、「食育基本法」に定められる

計画で、本市の健康づくりや食育に関する施

策・事業を進めるための計画 

防災・ 

環境 

たつの市地域防災計画 
平成26 年

度改定版 

「災害対策基本法」に定められる計画で、市

における災害対策に関して、総合的かつ計画

的な防災行政の整備及び推進を図るために

定めた計画 

たつの市緑の基本計画 
平成27 年 

12 月 

「都市緑地法」に定められる計画で、中長期

的な視点から定める緑に関する総合的な計

画で緑豊かなまちづくりを計画的に進める

ための指針 
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（４）計画期間 

立地適正化計画は、都市構造の再構築など、長期的なまちのあり方を定める計画であり、

計画期間を平成 29 年度（2017年）から平成 52年度（2040 年）までとします。 

 

（５）計画の構成 

本計画は、以下の内容で構成しています。 

「第２章 市の現状と将来見通し及び課題」では、人口、交通、都市機能などの現状と将

来動向を踏まえた分析結果と課題を示しています。この現状や課題、上位・関連計画を踏ま

え「第３章 立地適正化計画における基本的な方針」では、計画の将来目標や目指すべき都

市構造、都市づくりの方針等を定め、「第４章 誘導区域の設定について」では、本市におけ

る都市機能誘導区域、居住誘導区域等を示しています。そして「第５章 計画の推進に関す

る事項」では、計画の推進に向けた誘導施策や、推進方策として目標値の設定、進捗管理な

どを示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画期間：平成29 年度（2017 年）から平成 52 年度（2040 年）まで 

■第３章 立地適正化計画における基本的な方針 

１ 上位計画・重要な関連計画における方向性 

２ 立地適正化計画における将来目標 

３ 立地適正化計画における目指すべき都市構造 

４ 立地適正化計画における都市づくりの方針 

５ 地域別のまちづくりの方針 

■第４章 誘導区域の設定について 

１ 立地適正化計画で定める区域及び誘導施設について 

２ 都市機能誘導区域について 

３ 誘導施設について 

４ 居住誘導区域について 

■第５章 計画の推進に関する事項 

１ 誘導施策等 

２ 計画の推進方策 

■第２章 市の現状、将来見通し及び課題 

１ 市の現状、将来見通し及び課題 

■第１章 目的と位置づけ 

１ 計画策定の背景と目的 

２ 計画の前提 
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立地適正化計画における将来目標、都市構造及び都市づくりの方針は、市のまちづくりの最

上位計画である「第２次たつの市総合計画」、立地適正化計画を含む都市計画に関する基本的

な方針を示す「たつの市都市計画マスタープラン」及びコンパクトシティ・プラス・ネットワ

ークを実現するうえで密接な連携を要する「たつの市地域公共交通網形成計画」等の方向性を

踏まえ設定するため、各計画について整理します。 

（１）第２次たつの市総合計画（平成２９年３月策定） 

■まちづくりの将来像 

 

■まちづくりの基本目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■計画の目的と役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

■計画の期間 

 

 

 

 

 

 

 

１ 上位計画・重要な関連計画における方向性 

『 みんなで創る 快適実感都市「たつの」 』 

市民と行政が一体となってまちづくりに取り組むために、長期的な視点で社会情勢の変

化を見据えながら、本市が実現しようとする将来像及びその実現に向けて展開する各分野

の施策を示し、計画的に実行していくための指針として策定するもので、次の３つの役割

を担います。 

１０年計画の「基本構想」と５年計画の「基本計画」及び３年計画の「実施計画」で構成 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策 

施策 

事務・事業 

基本構想 

基本計画 

実施計画 
手段 

手段 

目的 

目的 基本構想 

前期基本計画 後期基本計画 

第１次実施計画 

第２次実施計画 

第３次実施計画 

※３か年計画を毎年度 

見直しします 

 前 期 後 期 

平成 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 

 

まちづくりの長期的かつ総合的な指針であり、市政をはじめ地域経営の根幹となるもの 

市民・行政・関係団体・企業などのまちづくりのすべての主体が共有し、協働で取り組むべきま

ちづくりの指針となるもの 

国や兵庫県が広域的な諸施策を推進するに当たり、本市の基本的立場を明らかにするもの 

総
合
計
画 

１ 安全・安心なまちづくりへの挑戦  

「自然を守り だれもが安全に安心して住み続けたくなるまち」 

２ やすらぎづくりへの挑戦      

「子育てにやさしく すべての市民が健やかに暮らせるまち」 

３ ひとづくりへの挑戦        

「学都たつの輝きと 歴史・文化が薫るまち」 

４ にぎわいづくりへの挑戦      

「新たな地域産業の創出と 観光立市を目指すにぎわいのまち」 

５ ふるさとづくりへの挑戦      

「市民や地域と協働し 地域力あふれるまち」 

１ 安全・安心なまちづくりへの挑戦  

「自然を守り だれもが安全に安心して住み続けたくなるまち」 

立地適正化計画に係る主な施策 

良質な住環境の整備 

 

「コンパクトで持続可能なま

ちづくりの推進」 

施策目標 

施策内容 
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将来都市像の実現を図るため、都市計画の視点から取り組むべき都市づくりの目標を

次のとおり定め、市民・事業者・行政等がこれらの目標を共有し、協力しながらたつの

市の都市づくりに取り組みます。 

（２）たつの市都市計画マスタープラン（平成２７年１２月改定） 

■将来の都市像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■都市づくりの基本目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

清流揖保川や豊かな緑、瀬戸内海といった自然環境の保全と活用、歴史的な町並みの

保全や再生、恵まれた交通機能を生かしながら、地場産業や最先端技術を擁する新産業

の振興などに積極的に取り組みます。 

さらに、播磨科学公園都市については、兵庫県関係機関との協力のもと、整備促進を

図るとともに、雇用機会の創出、教育文化の高揚、健康福祉の増進等に寄与することを

目指します。 

また、人口減少や少子高齢化に対応できる持続可能なコンパクトな都市づくりに向

け、市民が快適に暮らすことができる住環境の創出や定住促進に努めるほか、まちを訪

れる人を思いやる心を育てる人づくりなど、まちづくりの主役である「人」を大切にし

た取り組みを進めるとともに、市民、事業者、行政の参画と協働によるまちづくりを展

開し、新しい文化を切り拓き、人々が輝く、西播磨地域の核となる都市づくりを目指し

ます。 

 

「自然と歴史と先端科学技術が調和し一人ひとりが輝くまち」 

自然と歴史が 

調和した美しい 

まちづくり 

魅力ある産業の 

振興による活力ある 

まちづくり 

交流と連携による 

快適で暮らしやすい 

安全なまちづくり 

◆先端科学技術の集積と活用 

◆産業拠点の創出 

◆地場産業、農林水産業の活性化 

◆地域資源を生かした魅力的なまちづくり 

◆持続可能なコンパクトなまちづくり 

◆高齢者や子育て世代が安心して暮らせる快適なまちづくり 

◆にぎわいあるまちの顔の創出 

◆生活拠点間を連結する交通ネットワークの形成 

◆魅力ある水と緑の創出 

◆町並みの保全・活用 

◆地域資源を生かしたレクリエーションゾーンの形成 

◆循環型社会の構築 
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■将来の都市構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■目標年次 

 

 

 

＜都市構造の基本的な考え方＞ 

本市は１市３町が合併したまちであり、それぞれの地域が１つの都市として成立する

都市機能を有しています。今後ともその機能を保ち、かつ、充実させつつ連携を図って

いくことが望ましいといえます。 

そのため、旧１市３町を地域単位とし、各地域の中心部に都市機能や生活利便施設を

集積させることにより、その周辺に住宅地を誘導するコンパクトな市街地の形成を図り

ます。 

さらに、最も公共施設や商業施設の集積度が高い龍野地域の都市交流拠点を「中心核」

と定め、各地域の都市交流拠点や新都市交流拠点、流通業務拠点を「地域核」とし、道

路や公共交通機関、情報などのネットワークで有機的に連結する多極ネットワーク型コ

ンパクトシティの実現を目指します。 

中間目標年次：平成 32年（2020 年） 

長期目標年次：平成 42年（2030 年） 

   概ね５年ごとに計画の見直し 

播磨科学公園都市 

JR 播磨新宮駅周辺市街地 

JR 本竜野駅及び市役所周辺市街地 

山陽自動車道龍野西Ｉ.C周辺市街地 

JR 竜野駅周辺市街地 

御津総合支所周辺市街地 
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（３）たつの市地域公共交通網形成計画（平成２９年３月策定） 

■基本理念 

 

■計画の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

■目指すべき公共交通網 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■計画期間 

 

  

デマンド交通 

 
 

 
 
 

 

市民の日常的な外出や交流を支える公共交通ネットワークの構築 

『みんなでお出かけできる元気なまち「たつの」』 

計画目標１．ネットワークをつくる 

交通需要が高い、市内の各地

域や市外を結ぶ定時定路線型

の公共交通を「幹線」とし、鉄

道軸及びバス軸がその役割を

担います。また、幹線では網羅

できない地域においては、「支

線」として市民乗り合いタクシ

ー（デマンド交通）がきめ細や

かな交通需要に対応し、公共交

通空白地の解消を推進します。 

さらに、「たつの市都市計画

マスタープラン」及び「たつの

市立地適正化計画」において定

められた都市交流拠点及び新

都市交流拠点のうち、幹線及び

支線が結節する鉄道駅を「主要

交通拠点」、幹線及び支線が結

節する交通結節点を「交通拠

点」とします。 

 

利用しやすい公共交通に向けた、交通事業者や各交通手段の相互連携 

平成 29 年度（2017年度）から平成 33年度（2021 年度） 
平成 34 年度（2022年度）以降は、５年間隔で計画の見直し 

計画目標2．連携してまもる 

市民・企業や他分野との協働による、公共交通を中心としたまちづくりの推進 

計画目標3．地域と一体となって育てる 
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市の最上位計画である「第２次たつの市総合計画」では、「自信と希望に満ちた“たつの市”

を目指して、市民一人ひとりが輝く自立・連携・協働のまちづくり」を理念とし、まちづく

りの将来像として『みんなで創る 快適実感都市「たつの」』の実現を目指しています。また、

まちづくりの基本目標の一つに「安全・安心なまちづくりへの挑戦」を掲げ、人口減少や少

子高齢化に対応できるコンパクトで持続可能なまちづくりを目指すこととしています。 

さらに、「たつの市都市計画マスタープラン」においても同様に、人口減少や少子高齢化に

対応できるコンパクトで持続可能なまちづくりを目指すこととし、「都市づくりの基本目標」

の一つとして、「交流と連携による快適で暮らしやすい安全なまちづくり」を示しています。

また、「将来の都市構造」において、旧 1 市 3 町のそれぞれの地域が１つの都市として成立

する都市機能を有していることから、「多極ネットワーク型コンパクトシティの実現」を目指

すこととしています。 

本計画では、これらの上位計画の将来像や基本目標等を踏まえるとともに、公共交通の整

備による交通ネットワークの構築により地域間の交流と連携を深め、都市防災機能の強化や

高齢者や子育て世代をはじめとしたすべての人が、快適で安全な暮らしを実感できるまちづ

くりを進めることとし、「将来目標」を次のとおり設定します。 

●第２次たつの市総合計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

『交流と連携に
よる快適で暮ら
しやすい安全な
まちづくり』 

『多極ネットワー
ク型コンパクトシ
ティの実現』 

＜立地適正化計画における将来目標＞ 

『快適で安全な暮らしを実感できる 交流と連携に

よる多極ネットワーク型コンパクトシティの実現』 

●たつの市都市計画マスタープラン 

＋ 

将来の都市構造より 都市づくりの基本目標より 

『みんなで創る

快適実感都市 

「たつの」』 
まちづくりの将来像より 

２ 立地適正化計画における将来目標 
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本計画において目指すべき都市構造は、「たつの市都市計画マスタープラン」の「将来の都

市構造」及び「たつの市地域公共交通網形成計画」の「目指すべき公共交通網」と整合を図る

とともに、「ＪＲ本竜野駅及び市役所周辺市街地」、「ＪＲ播磨新宮駅周辺市街地」、「ＪＲ竜野

駅周辺市街地」、「御津総合支所周辺市街地」に生活利便施設等の都市機能が集積している現状

を踏まえ、本計画においても同様に、「都市交流拠点」として定め、最も公共施設や商業施設

等の集積度が高い龍野地域の都市交流拠点を「中心核」とし、新宮地域、揖保川地域、御津地

域の都市交流拠点を「地域核」とします。 

さらに、これらの４つの「都市交流拠点」を結び、医療機関や日常的な買物先へ公共交通を

利用して移動できる交通手段を確保するため、利便性の高い公共交通ネットワークを構築する

「公共交通軸」を設定します。「公共交通軸」は、公共交通の需要が多く、たつの市内の各地

域や市外を結ぶ定時定路線型の公共交通を「幹線軸」とし、鉄道軸及びバス軸がその役割を担

います。 

また、周辺集落群など幹線軸では網羅できない地域においては、鉄道やバスの幹線軸、生活

利便施設までの市民の移動手段を確保する支線としての役割を担う「支線軸」として、デマンド

交通できめ細やかな交通需要に対応します。 

これにより、旧１市3町を地域単位とし、各地域の中心部である「都市交流拠点」に生活利

便施設等の都市機能を集積させ、その周辺地に住宅を誘導するコンパクトな市街地の形成を図

る都市構造とし、各地域の「都市交流拠点」等を公共交通ネットワークで結ぶ「多極ネットワ

ーク型コンパクトシティ」の実現を目指します。 

  

３ 立地適正化計画における目指すべき都市構造 
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【目指すべき都市構造図】 
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「たつの市都市計画マスタープラン」の「都市づくりの基本目標」と整合を図りつつ、都市

構造上の問題点と課題の解決と、本計画の将来の都市像「快適で安全な暮らしを実感できる 交

流と連携による多極ネットワーク型コンパクトシティの実現」を図るため、次のとおり都市づ

くりの方針を定めます。 

 

  

４ 立地適正化計画における都市づくりの方針 

◆コンパクトで持続可能なまちづくり 

○都市交流拠点及びその周辺に生活利便施設の維持・誘導を図ります。 

○都市交流拠点周辺において、公共交通の幹線軸（鉄道・路線バス・コミュニティバス）により

アクセス可能な交通利便性の高い市街地への居住の誘導を図ります。 

○公共交通の幹線軸と支線軸（デマンド交通）との連携により、周辺の集落群からのアクセス向

上を促進し、市街地の活性化を図ります。 

○「中播磨圏域の立地適正化の方針」に基づき、高次都市機能等の必要な機能を沿線市町と分担・

連携することで効率化や活性化を図ります。また、「たつの市公共建築物再編実施計画」に基

づき、施設の複合化等による都市機能の集約化を図り、効率的・効果的な生活利便施設の維持・

誘導を図ります。 

◆高齢者や子育て世代をはじめとした全ての人が安心して暮らせる快適なまちづくり 

○ユニバーサル社会づくりや歩いて暮らせるまちづくりの推進による全ての人が暮らしやす

いまちの形成を図ります。 

○居住誘導区域への新たな宅地の供給や空き家等を有効活用した良質な住宅ストックの供給によ

り、子育て世代・若者世代の転入促進や、ＵＩＪターンなどによる移住・定住の促進を図ります。 

◆にぎわいに満ちた活力のあるまちづくり 

○中心市街地（ＪＲ本竜野周辺～山陽自動車道龍野Ｉ.Ｃ周辺）において、大型商業施設など

の集客施設の立地誘導など商業・業務機能の活性化を図ります。 

○駅周辺整備によりまちの顔を創出し、駅周辺の活性化を図ります。 

○各地域の個性豊かな活力あるまちづくりや地域資源を生かした魅力的なまちづくりを進め、

交流人口の拡大による地域の活性化を図ります。 

◆都市交流拠点間及び周辺の集落群を連結する交通ネットワークの形成 

○ＪＲ姫新線の利便性向上対策やコミュニティバスの利用を促進し、既存交通機関の利便性向

上を図ります。 

○ＪＲ各駅前を中心とした交通結節点の機能強化を図ります。 

○きめ細やかな交通需要に対応するデマンド交通の導入により、市内全域における利便性の確

保を図ります。 

◆安心して暮らせる安全なまちづくり 

○災害の危険性が高い地域における都市防災機能や防災体制の強化による安全・安心なまちづ

くりを推進します。 

○建築物等の耐震化や避難地・避難路の整備、風水害対策（河川改修、雨水幹線整備、山林整

備等）による安全な住宅地の形成を図ります。 
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前項の「都市づくりの方針」基本とし、「地域別のまちづくりの方針」では、地域の現状や

人口特性を踏まえ、まちづくりの方針を定めます。 

 

（１）龍野地域のまちづくりの方針 

 

 

 

 

 

 

 

  

５ 地域別のまちづくりの方針 

◆まちづくりの方針 

○商業、教育文化、行政機能などの多様な既存の都市機能を維持・活用するとともに、商業、

医療などの新たな生活利便施設等の誘導を図ることにより、中心核にふさわしい魅力と活

力ある市街地の形成を進めます。 

○ＪＲ本竜野駅から山陽自動車道龍野Ｉ.Ｃ周辺に至る幹線沿道には、大型商業施設などの集

客施設の立地誘導を図ります。 

○ＪＲ本竜野駅周辺や市役所周辺など、商業施設と住宅が調和した利便性が高く良好な住環境

の形成を進めるとともに、空き家等を有効活用した良質な住宅ストックの供給により子育て

世代・若者世代の転入促進や、ＵＩＪターンなどによる移住・定住促進を図ります。 

○龍野城周辺地区における歴史的町並みと良好な居住環境の維持保全を図り、快適な居住空

間を形成するとともに、歴史的景観形成地区を活用した魅力ある観光拠点づくりを推進

し、交流人口の拡大による地域の活性化を図ります。 

○揖保川を中心とした美しい自然環境や誇るべき歴史環境と調和した快適な居住環境の形成

を目指し、都市防災機能や防災体制の強化による安全・安心なまちづくりの推進を図りま

す。また、揖保川、林田川等の改修を促進するとともに建築物の耐震化、避難路の整備等

の防災基盤整備を進め、安全な住宅地を確保します。 

◆都市計画マスタープランにおけるまちづくりの目標 

○にぎわいある商業、活気ある工業、地場産業が集積する拠点づくり 

○詩情豊かな城下町の町並みの保全・活用による観光地づくり 

○美しい自然環境や歴史環境と調和した住みよいまちづくり 

◆地域の現況 

○龍野地域は、市の中央部に位置し、東は姫路市と太子町、西は相生市に接しており、特

に山陽自動車道による阪神方面への交通利便性が高い地域です。中心市街地には大型店

舗のほか、地場産業(醤油・素麺等)の本杜や工場などが集積し、地域の中枢機能を担って

います。また、ＪＲ本竜野駅を中心に商業・業務施設が立地し、その周辺には、主に住

宅地を中心とした土地利用が図られています。そのほか、土師・南山地区、播磨龍野企

業団地及びその周辺地では、流通業務施設や多様な工場が集積しています。 

◆地域の人口特性 
○平成 22 年（2010 年）の人口は 40,359 人で、平成 52年（2040年）には 32,557
人と 7,802 人が減少する見通しです。 

○ＪＲ本竜野駅周辺、神岡町上横内、揖保町松原、揖西町中垣内などにおいて特に人口減
少が大きくなる見通しです。 

○平成 22 年（2010 年）の高齢化率は 22.8％で、平成 52 年（2040 年）には 33.9％
と高くなる見通しです。また、高齢者人口は1,826人と全地域で最も増加する見通しです。 
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（２）新宮地域のまちづくりの方針 

 

 

  
◆地域の現況 

○新宮地域は、市の北部に位置し、東は姫路市、西は佐用町・上郡町、南は相生市、北は

宍粟市に接しており、西端部の播磨科学公園都市には、先端科学技術産業、学術研究、

医療施設、良好な住環境などの機能が複合した新都市が位置しています。また、地域の

約７割を山林が占め、揖保川と栗栖川周辺に広がる平地部に市街地や集落地、農地など

が広がり、ＪＲ播磨新宮駅周辺が、まちの中心となっています。 

◆地域の人口特性 

○平成 22 年（2010 年）の人口は 16,216 人で、平成 52 年（2040 年）には 12,432

人と3,784人が減少する見通しです。 

○ＪＲ播磨新宮駅周辺、井野原、段之上などにおいて特に人口減少が大きくなる見通しです。 

○平成22年（2010年）の高齢化率は25.5％で、平成52年（2040年）においては33.8％

と全地域で最も低くなる見通しです。なお、高齢者人口は67人の増加となる見通しです。 

◆まちづくりの方針 

○商業、教育文化、行政機能などの多様な既存の都市機能を維持・活用するとともに、商

業、医療などの新たな生活利便施設等の誘導を図ることにより、地域核にふさわしい魅

力と活力ある市街地の形成を進めます。 

○特にＪＲ播磨新宮駅南から国道 179 号の南側の栗栖川周辺に至る旧新宮高等学校跡地

を含めた区域においては、商業施設の立地誘導を進めます。また、国道 179 号の南北

路線の沿道に医療施設、商業施設などの維持・誘導を図ります。 

○ＪＲ播磨新宮駅などの交通利便性を生かし、空き家等を有効活用した良質な住宅ストッ

クの供給により子育て世代・若者世代の転入促進や、ＵＩＪターンなどによる移住・定

住促進を図ります。 

○揖保川、栗栖川などの河川や都市公園などの公園緑地については自然景観を保全するほ

か幹線道路における植栽、辻空間の修景、市民、事業者との協力による沿道緑化を推進

し、快適な居住空間の形成を図ります。 

○都市防災機能や防災体制の強化による安全・安心なまちづくりの推進を図ります。また、

揖保川、栗栖川の河川改修を促進するとともに、建築物の耐震化、避難路の整備等の防

災基盤整備を進め、安全な住宅地を確保します。 

◆都市計画マスタープランにおけるまちづくりの目標 

○播磨科学公園都市と連携した魅力ある拠点づくり 

○水と緑が調和するだれもが住み続けられるまちづくり 



第３章 立地適正化計画における基本的な方針 

 

51 

（３）揖保川地域のまちづくりの方針 

 

 

  
◆地域の現況 

○揖保川地域は、市の中央部からやや南に位置し、西は相生市に接しており、姫路市や阪神

間への通勤や通学のベッドタウンとしての性格が強い地域です。また、ＪＲ竜野駅周辺に

は、比較的小規模の宅地開発が相次ぎ、住宅、農地が混在しているため、道路や公園など

の基盤整備による計画的な土地利用が必要です。本地域の北部と南部には、農地が広がり、

ゆとりある田園集落が形成されています。 

◆地域の人口特性 

○平成22年（2010年）の人口は12,657人で、平成52年（2040年）には10,046人

と2,611人が減少する見通しです。 

○片島、半田、新在家などにおいて特に人口減少が大きくなる見通しです。 

○平成22 年（2010 年）の高齢化率は22.5％で、全地域で最も低くなっていますが、平成

52年（2040年）には35.4％と高くなります。なお、高齢者人口は703人の増加となる

見通しです。 

◆都市計画マスタープランにおけるまちづくりの目標 

○交通利便性を生かした拠点づくり 

○水と緑を生かした体験型レクリエーションによる自然と共存するまちづくり 

○工業・農業の振興による活力あるまちづくり 

◆まちづくりの方針 

○商業、教育文化、行政機能などの多様な既存の都市機能を維持・活用するとともに、Ｊ

Ｒ竜野駅周辺整備に伴うコミュニティ施設や商業、医療などの新たな生活利便施設等の

誘導を図ることにより、地域核にふさわしい魅力と活力ある市街地の形成を進めます。 

○特にＪＲ竜野駅周辺及び国道 2 号沿道地区においては、商業施設などの立地誘導を図り

ます。 

○ＪＲ竜野駅周辺整備及び鉄道駅などの交通利便性を生かした新たな住宅地の供給、空き

家等を有効活用した良質な住宅ストックの供給により子育て世代・若者世代の転入促進

や、ＵＩＪターンなどによる移住・定住促進を図ります。 

○ＪＲ竜野駅周辺整備事業を進め、地域交流センター及び（仮）駅南黍田公園の立地の誘

導を図り、魅力と活力ある都市交流拠点づくりを推進します。 

○都市防災機能や防災体制の強化による安全・安心なまちづくりの推進を図ります。また、 

揖保川、馬路川、前川などの河川改修を促進するとともに、建築物の耐震化、避難路の

整備等の防災基盤整備を進め、安全な住宅地を確保します。 
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（４）御津地域のまちづくりの方針 

 

 

 
◆地域の現況 

○御津地域は、市の南端に位置し、東は姫路市、西は相生市に接し、南は瀬戸内海に面してい

ます。また、室津、岩見漁港を中心とした水産業とともに農業が重要な基幹産業です。市街

地については、国道250号沿道の釜屋・苅屋地区を中心に形成されています。 

○関西随一の干潟である新舞子浜や綾部山梅林等は、瀬戸内海国立公園に指定されているほか、

室津地区には、賀茂神社・見性寺・浄運寺をはじめとする歴史的文化財・遺産や町並みがあ

ります。 

◆地域の人口特性 

○平成22年（2010年）の人口は11,286人で、平成52年（2040年）には8,432人と

2,854人が減少する見通しです。 

○市街化区域の大半において特に人口減少が大きくなる見通しです。 

○平成22 年（2010 年）の高齢化率は 27.0％で、平成 52 年（2040 年）には 36.1％と

全地域で最も高くなりますが、人口減少率も最も高いため、高齢者人口は 10 人減少となる

見通しです。 

◆まちづくりの方針 

○商業、教育文化、行政機能などの多様な既存の都市機能を維持・活用するとともに、商

業、医療などの新たな生活利便施設等の誘導を図ることにより、地域核にふさわしい魅

力と活力ある市街地の形成を進めます。 

○特に国道 250 号沿道地区においては、商業施設などの立地の維持・誘導を図ります。 

○住居専用地域による良好な住環境を生かし、空き家等を有効活用した良質な住宅ストッ

クの供給により子育て世代・若者世代の転入促進や、ＵＩＪターンなどによる移住・定

住促進を図ります。 

○揖保川や瀬戸内海国立公園などの自然景観と室津地区の歴史的景観形成地区における歴

史的文化財・遺産や町並みを保全・活用し、魅力ある観光拠点づくりを目指すとともに、

道の駅みつを観光・情報交流拠点として機能充実に努め、交流人口の拡大による地域の

活性化を図ります。 

○都市交流拠点にある御津総合支所は、近接する御津文化センター、公民館等の機能を複

合した施設として建替えを検討し、生活利便性の高い市街地形成を目指します。 

○都市防災機能や防災体制の強化による安全・安心なまちづくりの推進を図ります。また、

富島川の改修を促進するとともに建築物の耐震化、避難路の整備等の防災基盤整備を進

め、安全な住宅地を確保します。 

◆都市計画マスタープランにおけるまちづくりの目標 

○海の風景や歴史的町並みを生かした観光地づくり 

○水と緑に調和した人にやさしいまちづくり 

○魅力的な農水産物による交流づくり 
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関連する具体の事業の進捗を図るとともに、市が取り組む施策や国の支援施策について、

都市機能の誘導や居住の誘導の進捗状況等を踏まえ推進します。 

（１）市が取り組む施策 

 

 

（２）国の支援を受けて市が行う施策・国が行う施策 

 

１ 誘導施策等 

●居住誘導区域内への住宅の立地に対する支援措置（例：定住促進住宅取得支援事業等） 

●空き家バンク制度の活用 

●空き家活用支援事業 

●公共交通網のサービスレベルの確保のための施策（例：公共交通ネットワーク構築事業） 

●居住誘導区域外の災害の発生のおそれのある区域についての、災害リスクを分りやすく提示す

る施策 

●民間事業者に対する誘導施設の運営費用の支援施策 

●市が保有する不動産の有効活用施策（例：定住促進たつの住まい応援事業） 

 

＜都市機能誘導区域内を対象とする事業＞ 

○集約都市形成支援事業 

○都市機能立地支援事業 

○スマートウェルネス住宅等推進事業 

○都市再生整備計画事業（例：ＪＲ竜野駅周辺整備事業） 

■ＪＲ竜野駅周辺整備事業 

ＪＲ竜野駅を揖保川地域の核とし、「魅力と活力ある都市交流拠点づくり」を目標に、

周辺整備事業を行います。（平成 32 年度末完了予定） 

【ＪＲ竜野駅周辺整備事業の概要図】 
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＜居住誘導区域内を対象とする事業＞ 

○ストック再生緑化事業 

○公営住宅整備事業 

＜立地適正化区域内を対象とする事業＞ 

○都市・地域交通戦略推進事業 

〇空き家再生等推進事業 

○都市公園ストック再編事業 

＜税制上の支援制度＞ 

○都市機能を誘導すべき区域の外から内への事業用資産の買換特例 

○誘導すべき都市機能の整備の用に供する土地等を譲渡した場合の特例 

○都市再生推進法人に土地等を譲渡した場合の特例 

○都市機能とあわせて整備される公共施設、都市利便施設への固定資産税等の課税標準の特例 
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（３）誘導に向けた主な関連計画 

①公共交通に関する計画 

＜たつの市地域公共交通網形成計画＞（平成２９年３月策定） 

たつの市地域公共交通網形成計画を策定し、鉄道・路線バス・コミュニティバス・市民乗

合タクシー（デマンド交通）が相互に連携した地域公共交通網の再編により、各拠点への交

通利便性の向上を図ります。 

■施策の方向性 公共交通ネットワークの構築 

目指す姿の実現に向けた事業 ① 

『路線沿線の環境変化に対応したコミュニティバスの運行改善』 

実施主体 たつの市、交通事業者 

実施時期 平成 29 年度～（平成 3３年度 評価・見直し） 

事業内容 

市内交流を支える幹線としての役割を担うコミュニティバス（南北連結ルー

ト）について、今後も継続的に利用状況などの評価を行い、道路の整備状況をは

じめとする、沿線環境の変化への対応も含めた運行内容の見直しを行うことで、

同路線の効率化・最適化を図ります。 

 

  

 

【コミュニティバス 運行ルート（南北連結ルート）】 

【運行車両】 
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目指す姿の実現に向けた事業 ② 
『市民乗り合いタクシー（デマンド交通）の運行』 

実施主体 たつの市、たつの市地域公共交通会議、交通事業者 

実施時期 平成 29 年度～（一部地域については先行運行） 

事業内容 

市内での買い物や通院等の日常生活における移動を支えるとともに、鉄道や

バスの幹線までの市民の移動手段を確保する支線としての役割を担う市民乗り

合いタクシー（デマンド交通）を、市内全域で運行します。市民乗り合いタクシ

ー（デマンド交通）の運行によって、公共交通空白地の解消や、鉄道・バスでは

対応が難しいきめ細やかな公共交通需要への対応を図ります。 

また、利用状況を基にした運行内容の評価や、評価結果及び利用者からの要望

等を踏まえた運行内容の見直しを、毎年実施します。 

 

【市民乗り合いタクシー（デマンド交通）運行概要】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【運行区域】 【市民乗り合いタクシー 運行車両】 

【運行区域別 目的施設数】 
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②公共施設の再編に関する計画 

＜たつの市公共建築物再編実施計画＞（平成２８年３月策定） 

施設の維持補修や更新、配置のあり方を検討し、施設の再編を計画的に進めるため、施設

ごとの方向性を示した計画で、施設の再編による施設保有量の縮減や計画保全による施設の

長寿命化、保有形態の見直しによる効率的な管理運営を進めることにより、健全で持続可能

な施設運営を推進します。本計画においては、統廃合による建替えや複合化を 5 年以内に予

定している施設について、誘導施設として設定します。 

 

項 目 概  要 

対象 
庁舎、学校、幼稚園、保育所、公民館、図書館、体育館、保健センター等の公共

建築物（166 施設） 

基本方針 

①施設の再編による施設保有量の縮減 

②計画保全による施設の長寿命化 

③保有形態の見直しによる効率的な管理運営 

計画期間 平成 28 年度～平成 42 年度 

計画内容 

・166施設を15種類に分類し、施設種類ごとに再編の取組の方向性を示し、検討 

・検討の上、具体的な再編方法及び再編期間を決定 

・再編期間は 5 年以内、10 年以内、15 年以内のいずれかを設定し取組の実行

を終えた時点で完了 

５年以内に再編

を検討している

主な施設 

市役所、御津総合支所、御津文化センター、御津公民館、御津保健センター等 
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③広域連携に関する計画 

＜中播磨圏域の立地適正化の方針＞（平成２９年３月策定） 

播磨圏域鉄道沿線まちづくり協議会（構成団体：たつの市、姫路市、太子町、福崎町、山

陽電気鉄道（株）、西日本旅客鉄道（株）、神姫バス（株））において、「中播磨圏域の立地適

正化の方針」を策定し、鉄道を軸とした沿線の市町で必要な都市機能を分担・連携していく

ことで、効率化や活性化を図ります。また、協議会において、方針の実現に向けた取組を進

めていきます。 
 

項 目 施策の概要 

目的 
広域的な地域の活性化と効率的な施設配置を図り、中播磨圏域の概ね２０年後にお

ける持続可能な都市圏の形成に向け、今後取り組むべきまちづくりの方針を示すもの 

計画期間 平成 29 年度～平成 52 年度（概ね 5 年毎に見直し） 

対象区域 ２市 2 町域内（たつの市、姫路市、太子町、福崎町） 

方針の位置づけ 

 

目指す都市像 「活力あふれる持続可能な地域連携型都市圏 中播磨」 

 

 

福崎町

姫路市

たつの市

太子町

【都市機能集積地区と広域連携のイメージ】 
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目指すべき都市像の実現に向けた基本的な考え方 

基本的な 

考え方 

・産業、医療・福祉、商業等の諸機能において役割分担し、相互に連携することによ

り、各地域が活力を持って自立できる都市構造を目指す。 

・都市機能におけるサービスごとの利用圏人口を勘案しながら、隣接する都市間で特

色を生かして機能を分担し、それらを交通ネットワークで結び連携させ、地域全体

で多様な都市機能を確保する。 

・人・もの・資本・情報等を活発に還流させることにより新たな交流を生み出し、地

域の賑わいを創出する。 

都市機能の役

割分担と連携 

（都市機能集

積地区の位置

づけ） 

 

 

 

【広域連携による立地適正化への取り組みイメージ】 

・鉄道沿線を軸として、必要な高次都市機能（拠点病院・大規模商業施設・文化ホール等）を分担・

連携し、広域的な地域の活性化と効率的な施設配置を図ります。 

 

広域都市機能集積地区・・・姫路市(姫路駅周辺) 

高度で多様な都市機能の強化を図るとともに、国際競争力の強化や県を代表する

顔としてふさわしい風格のある都市空間の形成を図る。 

地域都市機能集積地区・・・たつの市、姫路市、太子町、福崎町 

広域都市機能集積地区と連携しつつ、広域行政機関、高度医療施設、大規模商業

施設等の高度な都市機能の維持・充実を図る。 

また、他の地区との距離を勘案した配置や、連携による相互補完についても考慮

する。 

メリット 

①行 政：行政コストの削減、経営健全化、サービス持続性 

②事業者：輸送需要の喚起、経営の安定化 

③市 民：沿線住民サービスの向上 
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（１）計画の推進 

コンパクトシティ形成に向けた取組は、社会情勢の変化、地域住民のニーズに柔軟に対応し

つつ、都市全体の観点から、居住や都市機能の立地・公共交通の充実等に関し、公共施設の再

編、公有財産の最適利用、医療・福祉、中心市街地の活性化、空き家対策の推進等のまちづく

りに関わる様々な関係施策と連携を図り、それらの関係施策との整合性や相乗効果等を総合的

に検討することが必要です。 

そのため、医療・福祉・子育て支援・教育・文化・商業や公共交通など幅広い部局が関わる

計画として、行政内部でも十分に連携し、まちづくりの課題の解決を図りながら、計画の推進

に取り組んでいきます。 

 

（２）目標値の設定 

①目標値の設定について 

本計画が目指す将来目標である「快適で安全な暮らしを実感できる 交流と連携による多

極ネットワーク型コンパクトシティの実現」に向け、居住や生活利便性を高める都市機能の

誘導によるコンパクトなまちづくりと公共交通ネットワークの構築・維持について、進捗状

況や妥当性を評価・検証するために、都市機能、居住、公共交通ネットワークに関する目標

値を設定します。 
 

＜都市機能の誘導に関する目標＞ 

■都市機能誘導区域内の生活利便施設数 

評価指標 

病院 診療所 
子育て 

支援施設 

文化 

施設 

健康増進

施設 

行政 

施設 

商業 

施設 

金融 

機関 

維 

持 

誘 

導 

維 

持 

誘 

導 

維 

持 

誘 

導 

維 

持 

誘 

導 

維 

持 

誘 

導 

維 

持 

誘 

導 

維 

持 

誘 

導 

維 

持 

誘 

導 

現況数（Ｈ27 年度） ４ 13 ８ ７ 16 ２ 40 22 

目標数（Ｈ52 年度） ４ － 13 ５ ８ － ７ １ 16 １ ２ － 40 ５ 22 － 

※ 商業施設の現況数の４０施設のうち、１施設は大型商業施設になります。 

※ 商業施設の誘導目標の５施設のうち、１施設は大型商業施設になります。 

 

 ＜居住の誘導に関する目標＞ 

■ 居住誘導区域内人口密度 

評価指標 
現況値 すう勢値 目標値 

平成 27 年度 平成 52 年度 平成 52 年度 

居住誘導区域内人口密度 

【面積 701.8ha】 

28.6 人／ｈａ 

(20,088 人) 

25.9 人／ｈａ 

(18,182 人) 

28.1 人／ｈａ 

（19,710 人） 

※（ ）内は居住誘導区域内の人口 

※すう勢値：平成 22 年（2010 年）国勢調査人口をベースとして、国立社会保障・人口問題研究所が公表する数値を用

いたコーホート推計により、メッシュ毎に推計した将来人口 

２ 計画の推進方策 
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＜公共交通ネットワークに関する目標＞ 

■公共交通利用者数（一日平均利用者数） 

評価指標 現況値（平成 27 年度） 目標値（平成 33 年度） 備 考 

ＪＲ姫新線 

（本竜野駅・播磨新宮駅） 
3,052 人／日 3,158 人／日 

第 2 次たつの市総合計

画の施策 11「公共交通

の充実」のまちづくり

の指標を基に設定 

ＪＲ山陽本線 

（竜野駅） 
2,169 人／日 2,230 人／日 

コミュニティバス ― 140 人／日 

デマンド交通 ― 240 人／日 

 

 

②目標達成による効果 

都市機能、居住、公共交通における目標が達成された際の効果を示すため、以下の通り効

果指標を設定します。 
 

＜都市機能の誘導による効果＞ 

都市機能誘導による効果として、都市機能誘導区域内の生活利便施設の維持・誘導により、

地域拠点の活性化や活発なコミュニティ活動が展開されることから、以下の効果を見込みま

す。 

■地価の維持 

都市機能誘導区域内の平均地価の変動率について、平成 22 年から平成 27 年までの平均

変動率△2.7％と比べ、平成 27 年から平成 52 年では 0 から 2.3％までの上昇効果を見込

みます。 

効果指標 
平成22年から平成27年の 

平均変動率 

平成27年から平成52年の 

変動率 

都市機能誘導区域内の 

地価の変動率 
△2.５％ 0～2.3％ 

※都市機能誘導区域内における国土交通省地価公示・都道府県地価調査の標準値・基準値（４地点）の平均地

価により算出 

 

■文化施設の年間利用者数の増加 

都市機能誘導区域内にある文化施設の利用者数について、平成 27 年度における年間利用

者数と比べ、平成 52 年度では約 7,400 人増の効果を見込みます。 

効果指標 利用者数（平成 27 年度） 利用者数（平成 52 年度） 

文化施設の年間利用者数 281,301 人                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   288,700 人 

※都市機能誘導区域内の文化施設（7 施設）について、年間施設利用者数により算出 

 

  

効果 

効果 
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＜居住の誘導による効果＞ 

都市機能誘導により生活利便性の維持・向上が図られることで、居住誘導区域内の人口密

度が維持されることや、定住促進やまちの賑わいの創出などの誘導施策や関連施策の実施など

により、以下の効果を見込みます。 
 

■生産年齢人口の増加 

居住誘導区域内に居住する生産年齢人口（15～64 歳）について、平成52 年度におけるす

う勢値と比べ、概ね1,200 人増の効果を見込みます。 

効果指標 生産年齢人口（平成52年度すう勢値） 生産年齢人口（平成 52 年度） 

居住誘導区域内の生産年齢人口 10,255 人 11,455 人 

※居住誘導区域内の生産年齢人口（15～64 歳）の人口により算出 

 

■地域の住みやすさの満足度向上 

地域の住みやすさの満足度について、平成 27 年度における満足度と比べ、平成 52 年度

では概ね 14 ポイント増の効果を見込みます。 

効果指標 満足度（平成 27 年度） 満足度（平成 52 年度） 

地域の住みやすさの満足度 31.8％ 45.8％ 

※都市計画マスタープラン策定にあたり実施したアンケート調査結果に基づき、「全体的に見た地域の住みや

すさ」の満足度を把握し、「満足」、「やや満足」の合計等により算出 

 

＜公共交通ネットワークによる効果＞ 

市民が移動しやすい総合的な交通ネットワークを構築・維持し、公共交通に関連する施策を推

進するとともに、都市機能の誘導により生活利便性を高めるなど相互連携を図ることで、以下の

効果を見込みます。 

 

■高齢者の外出率の増加 

高齢者（65歳以上の自動車移動制約者）の外出率について、平成22年近畿圏パーソントリ

ップ調査における外出率と比べ、平成32年では概ね7.5ポイント増の効果を見込みます。 

効果指標 外出率（平成 22 年） 外出率（平成 32 年） 

高齢者の外出率 45.5％ 53.0％ 

※自動車移動制約者の定義は、「自動車運転免許をもっていない」又は「世帯に車がない」人 

※近畿圏パーソントリップ調査より、65 歳以上の自動車移動制約者の外出率により算出 

 

■鉄道・路線バスなどの公共交通の便利さの満足度向上 

鉄道・路線バスなどの公共交通の便利さの満足度について、平成 27 年度における満足度

と比べ、平成 52 年度では概ね 13 ポイント増の効果を見込みます。 

効果指標 満足度（平成 27 年度） 満足度（平成 52 年度） 

鉄道・路線バスなどの公共交通の

便利さの満足度 
16.9％ 29.9％ 

※都市計画マスタープラン策定にあたり実施したアンケート調査結果に基づき、「鉄道、路線バスなど公共交

通の便利さ」の満足度を把握し、「満足」、「やや満足」の合計等により算出 

 

効果 

効果 

効果 

効果 
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（３）都市機能誘導区域外及び居住誘導区域外における建築等の届出 

都市機能誘導区域は、定めた誘導施設の維持・誘導を図ることを目的として設定しています。

また、居住誘導区域は、一定の区域内において居住を誘導し区域内の人口密度を維持すること

を目的として設定しています。 

そのため、都市機能誘導区域外への誘導施設の開発・建築行為の動向や都市機能誘導区域内

であっても、定める誘導施設の用途や規模と異なる誘導施設や居住誘導区域外における一定規

模以上の住宅の開発・建築行為については、都市再生特別措置法に基づき、市長への届出が義

務づけられます。なお、届出制については、市が都市機能誘導区域内外における誘導施設整備

の動きや居住誘導区域外における住宅開発等の動きを把握することを目的としています。 

 

①都市機能誘導区域外における建築等の届出 

都市機能誘導区域外の区域において、誘導施設の整備を行おうとする場合、これらの行為

に着手する日の３０日前までに、行為の種類や場所などについて、市長への届出が必要とな

ります。（都市再生特別措置法第１０８条第１項） 

■届出の対象となる行為 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■届出の事例 

 

 

 

 

  

＜開発行為＞ 

①誘導施設を有する建築物の建築目的

の開発行為を行おうとする場合 

＜建築等行為＞ 

①誘導施設を有する建築物を新築しよ

うとする場合 

②建築物を改築し、誘導施設を有する

建築物とする場合 

③建築物の用途を変更し、誘導施設を

有する建築物とする場合 

＜病院（２０床以上）を建築する場合＞ 

○龍野・新宮地域の都市機能誘導区域 ：誘導施設に設定しているため、届出不要 

○揖保川・御津地域の都市機能誘導区域 ：誘導施設に設定していないため、届出必要 

○都市機能誘導区域外（市街化調整区域を含む）：届出必要 

※市全域で誘導施設の設定がない施設については、届出の対象となりません。 
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②居住誘導区域外における建築等の届出 

居住誘導区域外の区域において、一定規模以上の住宅開発を行おうとする場合、これらの

行為に着手する日の３０日前までに、行為の種類や場所などについて、市長への届出が必要

となります。（都市再生特別措置法第８８条第１項） 

■届出の対象となる行為 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居住誘導区域外（市街化調整区域含む）で行う場合、対象となります。 

 

③宅地建物取引に関する事項 

宅地建物取引業者が取引主任者をして宅地又は建物の売買等の契約の成立までに相手方

等に説明しなければならない法令上の制限として、都市再生特別措置法の規定による居住誘

導区域外及び都市機能誘導区域外における建築物等の届出義務が追加されています。（宅地

建物取引業法第３５条第１項第２号／重要事項の説明等） 

このことにより、届出をしない場合に罰則が科されるなど、届出義務を知らないで宅地⼜

は建物を購⼊等した者は不測の損害を被る可能性があるため、宅地建物取引において、宅地

建物取引主任者は、取引の相手方に対し、都市機能誘導区域外及び居住誘導区域外における

建築等の届出義務についての説明が必要となります。 

 

  

＜開発行為＞ 

①３戸以上の住宅の建築目的の開発行為 

②１戸又は２戸の住宅の建築目的の開発行為

で、その規模が 1,000 ㎡以上のもの 

 

 

①の例示 

３戸の開発行為：届出必要 

 

 

②の例示 

1,３00㎡ １戸の開発行為：届出必要 

 

 

800㎡  ２戸の開発行為：届出不要 

＜建築等行為＞ 

①３戸以上の住宅を新築しようとする

場合 

②建築物を改築し、又は建築物の用途を

変更して住宅等①とする場合 

 

①の例示 

３戸の建築行為：届出必要 

 

 

１戸の建築行為：届出不要 
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（４）計画の進捗管理と見直し 

①計画の進捗管理 

本計画は、平成 52 年度（2040 年度）を目標とする長期的な計画であり、人口動向や社

会経済情勢の変化、施策・事業の実施状況等を踏まえながら、Plan (計画)、Do(実行)、

Check(評価)、Action(見直し)の PDCA サイクルに基づいた進捗管理を行います。 

【ＰＤＣＡサイクル】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②計画の見直し 

立地適正化計画は、概ね 5 年毎に計画に記載された施策・事業の実施状況について評価を

行い、計画の進捗状況や妥当性等を精査・検証することが望ましいとされています。 

本市においても、計画に関連する社会状況の変化や、施策・事業の実施状況を把握し、事

業実施効果が発現する時期などを考慮するとともに、計画の進捗状況や妥当性、目標値など

の評価指標の経過観察による検証等により、概ね 5 年（国勢調査等の結果公表時期）を目安

に、必要に応じ計画の見直し・改定等を行います。 

【評価と計画見直し時期】 

 

 

 

計画・事業の推進 

ＰＬＡＮ 
Plan（計画） 

計画策定 

計画見直し 

Do（実行） 

施策・事業の実施 

Check（評価） 

施策・事業の評価 

Action（見直し） 

原因分析、施策・

事業の見直し 

ＡＣＴＩＯＮ ＤＯ 

ＣＨＥＣＫ 
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か 

 

【開発行為】 

建築物の建築又は特定工作物の建築の用に供する目的で行う土地の区画形質の変更のこと。 

 

【既成市街地】 

都市において、既に道路等の都市施設が整備され、建物が一定密度以上存在するなどして、市

街地が形成されている地域。 

 

【急傾斜地崩壊危険区域】 

がけ崩れ（急傾斜地の崩壊）による災害から住民の生命を保護するため、がけ崩れを誘発助長

するような行為を制限する必要がある土地や、急傾斜地崩壊防止工事を行う必要がある土地で、

県が指定した区域のこと。 

 

【公共交通】 

電車、バスなどの不特定多数の人々が利用できる交通機関。 

 

【公共交通軸】 

拠点間を公共交通で結び都市の連携を促進させる軸のこと。 

 

【公示地価】 

地価公示法(昭和 44 年法律第 49 号)に基づき、国土交通省が毎年 1 回公示する標準地の価格

のこと。 

 

【高次都市機能】 

医療、福祉、商業などの都市機能のうち、広域の地域を対象とした、質の高いサービスを提供

する機能。 

 

【交通結節点】 

人や物の輸送において、複数の同種あるいは異種の交通手段の接続が行われる場所のこと。 

 

【コーホート推計】 

年齢別人口の加齢に伴って生ずる年々の変化をその要因（死亡、出生及び人口移動）ごとに計

算して将来の人口を求める方法。 

 

【コミュニティ】 

一般的に共同体または共同社会。 

 

【コミュニティバス】 

地域住民の多様なニーズにきめ細かに対応する地域密着型のバス。 

 

【コンパクトシティ】 

郊外への都市的土地利用の拡散の抑制、中心市街地の活性化等を図るため、暮らしに必要な諸

機能が近接し、効果的で持続可能な都市構造のこと。 

 

用語の解説 
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さ 

 

【市街化区域】 

都市計画法に基づく都市計画区域のうち、市街地として積極的に開発・整備する区域。 

 

【市街化調整区域】 

都市計画法に基づく都市計画区域のうち、市街化を抑制する区域。 

 

【住区基幹公園】 

徒歩圏内に居住する人々の日常的な利用を目的とした都市公園分類であり、街区公園・近隣公

園・地区公園などがある。 

 

【準広域商業ゾーン】 

兵庫県広域土地利用プログラムにおける市街地が分散する都市部において、床面積２万㎡まで

の特に大きい集客施設を誘導し、市町域を越えた広域的な範囲からの集客を許容する区域。 

 

【小規模多機能型居宅介護施設】 

地域密着型サービスの類型の１つであり、「通い」を中心として、居宅要介護者等の様態や希

望に応じて随時「訪問」や「泊まり」を組み合わせて提供するサービス施設。 

 

【人口集中地区】 

日本の国勢調査において設定される統計上の地区（ＤＩＤ地区）のこと。市区町村の区域内で

人口密度が4,000人/km2以上の基本単位区が互いに隣接して人口が5,000人以上となる地区

に設定される。 

 

【浸水想定区域】 

概ね 100 年に１回程度起こりうる大雨を想定し、浸水する範囲や浸水する深さを計算により

求めて図示したもの。 

 

【ストック】 

蓄え、過去から蓄積された資本・財貨のこと。 

 

【生活利便施設】 

住宅の周辺にある、生活に必要な諸々の施設のこと。具体的には、銀行、郵便局、病院、スー

パーマーケット、商店街、飲食店、コンビニエンスストアなどが挙げられる。 

 

【専門量販店】 

家電大型専門店、ドラッグストア、ホームセンターなどのこと。 

 

 

た 

 

【大規模小売店舗】 

大規模小売店舗法に位置付けられる大規模小売店舗のことで、一の建物であって、その建物内

の小売業を行うための店舗の用に供される床面積の合計が 1,000 ㎡を超えるもの。 

【地域公共交通活性化再生法】 

地域公共交通の活性化及び再生を一体的かつ効率的に推進するために定められた法律。 
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【低炭素型】 

温室効果ガスの排出を、現状の産業構造やライフスタイルを変えることで低く抑えること。 

 

【デマンド交通】 

利用者が電話などで乗車を予約し、区域内のあらかじめ決められた目的地まで利用料金を支払

って乗り合いで移動する公共交通のこと。 

 

【都市機能】 

居住機能、商業機能、工業機能、公共公益機能など、都市的な活動を支えるために必要な機能

の総称。 

 

【都市機能増進施設】 

医療施設、福祉施設、商業施設その他の都市の居住者の共同の福祉又は利便のため必要な施設

であって、都市機能の増進に著しく寄与するもの。 

 

【都市計画運用指針】 

国が都市政策を進めていくうえで、都市計画制度をどのように運用していくことが望ましいと

考えているかなどについて、原則的な考え方（技術的な助言）を示したもの。 

 

【都市計画区域】 

都市計画法その他の関連法令の適用を受けるべき土地の区域。具体的には、市町村の中心の市

街地を含み、かつ、自然的・社会的条件、人口・土地利用・交通量などの現況・推移を勘案して、

一体の都市として総合的に整備、開発、保全する必要がある区域を指定するもの。 

 

【都市公園】 

都市公園法に基づいて地方公共団体などが設置する公園や緑地。 

 

【都市施設】 

道路、公園、上下水道など都市における生活や都市機能を維持していくために必要な施設のこ

と。 

 

【土砂災害警戒区域】 

急傾斜地の崩壊等（急傾斜地の崩壊・土石流・地滑り）が発生した場合に、住民等の生命又は

身体に危害が生ずるおそれがあると認められる区域のこと。 

 

【土地区画整理事業】 

都市計画区域内の土地について、道路、公園などの公共施設の整備改善及び宅地の利用増進を

図るため、土地区画整理法に基づき行われる土地の区画形質の変更及び公共施設の新設又は変更

に関する事業のこと。 

 

 

は 

 

【パーソントリップ調査】 

「どのような人が」「いつ」「どこから」「どこへ」「どのような目的で」「どのような交通手段

を利用して」動いたのかについて調査し、人の一日の全ての動きをとらえる調査。 
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【兵庫県広域土地利用プログラム】 

兵庫県が人口減少など集客施設を取り巻く社会情勢の変化を踏まえ、大規模な集客施設の立地

誘導・抑制の指針として定めた広域の土地利用の計画書。 

 

【兵庫県保健医療計画】 

医療法第 30 条の 4 に基づき都道府県が策定する医療計画であると同時に、県民、市町、保健・

医療機関、関係団体等の参画と協働のもと、それぞれが取り組むべき保健・医療分野の基本的指

針（ガイドライン）としての性格を併せ持つ計画。 

 

 

ま 

 

【密度の経済】 

ある一定エリアに集中して事業を展開することで生じる経済効果のこと。 

 

【メッシュ人口】 

緯度・経度に基づき地域を隙間なく網の目（メッシュ）の区域（約 1km 四方の基準地域メッ

シュ、約 500m 四方の 2 分の 1 地域メッシュ等）に分けて、それぞれの区域に関する統計デー

タを編成したもの。 

 

 

や 
 

【ＵＩＪターン】 

大都市圏の居住者が地方に移住する動きの総称のこと。U ターンは出身地に戻る形態、I ター

ンは出身地以外の地方へ移住する形態、J ターンは出身地の近くの地方都市に移住する形態を指

す。 

 

【ユニバーサル社会】 

年齢、性別、障害、文化などの違いにかかわりなく、だれもが地域社会の一員として支え合う

なかで安心して暮らし、一人ひとりが持てる力を発揮して元気に活動できる社会のこと。 

 

【用途地域】 

都市計画法に基づく地域地区の一つで、土地の合理的利用を図り、市街地の環境の整備、都市

機能の向上を目的として、建築物の建築を用途や容積などにより規制する制度で、住居系・商業

系・工業系の 12 種類の用途地域に分類される。 

 

・第一種低層住居専用地域（一低専） 

良好な住居の環境を有する低層住宅地の形成を図る地域。 

 

・第一種中高層住居専用地域（一中高） 

良好な住居の環境を有する中高層住宅地の形成を図る地域。 

 

・第二種中高層住居専用地域（二中高） 

良好な住居の環境を有する中高層住宅地の形成を図る地域において、中小規模の店舗、事

務所等の立地を許容する地域。 
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・第一種住居地域（一住居） 

大規模な店舗、事務所等との混在を防止しつつ、住居の環境を保護する地域。 

 

・第二種住居地域（二住居） 

住居の環境を保護する住宅地において、住居と店舗、事務所等の共存を図る地域。 

 

・準住居地域（準住居） 

幹線道路の沿道等で、自動車関連施設等の沿道サービス施設の立地を許容しつつ、これと

調和した住居の環境を保護する地域。 

 

・近隣商業地域（近商） 

近隣の住宅地の住民に対して日用品を供給する店舗等の集積している地域または今後集

積を図るべき地域。 

 

・商業地域（商業） 

商業集積拠点や主要な鉄道駅の周辺等において、大規模な店舗、事務所、娯楽施設等の集

積している地域または今後集積を図るべき地域。 

 

・準工業地域（準工） 

住宅等の混在を排除することが困難または不適当と認められる工業地のうち、環境の悪化

をもたらす恐れのない工業の利便を図る地域、流通業務施設若しくは自動車修理工場等、沿

道サービス工場またはこれらに関連する工場等の集約的な立地を図る地域。  

 

・工業地域（工業） 

準工業地域では許容されない工場が立地している地域のうち、住宅等の混在を排除するこ

とが困難または不適当と認められる地域。 

 

・工業専用地域（工専） 

工場が集積している地域または今後工業地として計画的に整備すべき地域のうち、住宅等

の混在を排除または防止して工業に特化した土地利用を図る地域。 

 

 

ら 
 

【歴史的景観形成地区】 

伝統的な建造物又は集落が周辺の環境と一体をなしている区域として、県の「景観の形成等に

関する条例」の指定を受けた地区。 

 

【レクリエーション】 

仕事や勉強などの疲れを癒やし、精神的・肉体的に新しい力を盛り返すための休養・娯楽。 
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